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1.はじめに

EUは､2002年､｢IAS命令｣(EU[2002])を公

表し､2005年より､域内の上場企業の連結決算

書には国際会計基準 (InternationalAccounting

Standards:IAS) お よび国際財務報告基準

(IntemationalFinancialReportingStandards:IFRS)

(以下､本稿では､便宜上IAS,IFRSの両者をま

とめて ｢IAS｣ と記す)を適用することを義務

づけた｡かかる方針を受け､ ドイツでは､2004

年に会計法改革法 (Bilanzrechtsrefbrmgesetz:

BilReG)が施行され､ドイツ国内の上場企業は､

連結決算書を作成する際にIASを適用すること

が義務づけられた｡

かかるドイツ会計の国際化は､商法会計と税

務会計との関係に大きな影響を及ぼしている｡

ドイツでは従来､基準性および逆基準性の原則

が存在するため1､商法会計上の数値と税務会

計上の数値とは大部分で一致しており､両者の

差異は少ない｡しかし､IASでは､税務会計とI

AS準拠の会計では別個の計算がなされるため､

税務会計によって計算される数値と､IAS会計

によって計算される数値との間に差異が生ずる

程度は ドイツにおけるよりも大きいと言える

(KGtingundZwirner[2005]S.155311554)｡そし

て､このように両会計間の差異が大きい場合､

税効果会計 (steuerabgrenzung)のもつ意義も

増すことになる｡

ドイツでは､税効果会計について､個別決算書

に関するもの､連結決算書に関するもの共に､商

法上の規定は存在する｡しかし､2002年に成立し

た､ドイツ会計基準 (DeutscheRechnungslegungs

Standards､以下､DRSと記す)第10号 (以下､

DRSIOと記す)の規定はIASの計算方式に接近

するものであり､従来の ドイツにおける税効果

会計のあり方に変化をもたらすものとなってい

る｡本稿では､税効果会計に関して､ ドイツ商

法､IASおよびDRSがそれぞれいかなる方式を

とっているのか､そして､IASの導入に伴い､

ドイツ会計にいかなる変化が生じようとしてい

るのかについて検討する｡

2.税効果会計の概要

2-1.税効果会計の目的

税効果会計の目的は､課税所得から導かれる

当年度の｢実際の税費用｣(tatsachlicherErtragsI

steuerau丸and) と､商法上の成果 (Erfolg)に

対して課される仮想的な (nktiv)税費用とを

合致 させるとい うことにある (Ktitingund

Zwimer[2003]S.30卜302)｡つまり､税法上の課

税所得から算出される実際の税負担額と､商法

上の利益計算から導かれる会計上の税費用との

間には差異が存在し､その差異を調整すること

が税効果会計の目的であるといえる｡

1 商事貸借対照表の認識 ･測定規則は､所得税法においても守られなければならないと所得税法第5条第 1項第 1

号は定めており､これが税法に対する商法の基準性の規定である｡他方､利益算出における税法上の選択権は､商事

貸借対照表に合致した形でなされなければならないと所得税法第5条第1項第2号は定めており､これが逆基準性原

則と呼ばれるものである｡

ドイツ税効果会計の国際化 45



かかる差異は､商法会計2と税法会計の目的

の違い から生じている｡たとえば､ドイツの場

合､商法会計では､債権者保護が重視される｡

商人は､自己の経済的状態を批判的にとらえ､

どちらかといえば良い状態よりも悪い状態の方

で計算しなければならないとされており､保守

主義の原則 (商法第252条第1項第4号)が商法

会計の特徴となっている｡これに対して､税法

の目的は､課税の基礎となるべき企業の経済状

態を客観的に把握することに置かれているため､

とくに保守的な会計が行われるということはな

い (Thieme[2004]S.19)｡この両者の相違から､

税法上の税負担額と商法上の税費用に差異が生

じるのである｡

ここで､例によって税効果会計の機能をみる

ことにしたい｡たとえば､商法会計上は100ユー

ロの減価償却を行ったが､税法上は60ユーロし

か減価償却が認められなかったという場合､そ

の差額40ユーロだけ商法上の税引前利益よりも

税法上の課税所得の金額が大きくなる｡税率を

40%とすると､16ユーロ (40×0.4)だけ商法会

計上の税費用があるべき値よりも大きく計上さ

れてしまうことになる｡かかる差異を調整する

ため､税効果会計により次のような調整がなさ

れる｡

(借)繰延税金資産 (aktivelatenteSteuem)16

(貸)税金収益 (Steuerertrag)16

税効果会計のかかる処理により､会計上の税引

前利益と税費用が合致することになる｡3

反対に､税法上の課税所得が商法上の税引前

利益を下回った場合は､以下のような処理によっ

て調整がなされる｡4

(借)税金費用 (Steueraufh'and)

(貸)繰延税金負債 (passivelatenteSteuern)

2-2.税効果会計の計算に影響する諸要素

2-2-1.差異の種類

税法会計と商法会計との間に生ずる差異とし

ては､一般に次の3つの種類が区別される

(KiitingundZwirnerl2003]S.302).

･期間差異 (temporareDifferenzen)

･半永久差異 (quasi-permanenteDifferenzen)

･永久差異 (permanenteDifferenzen)

ここで､期間差異とは､ある期において差異

として発生するが､後の期に解消される差異の

ことである｡たとえば､貸倒引当金の容認額の

相違は､その引当金の設定対象たる債権が消滅

した時点で解消されることになる｡半永久差異

とは､資産の売却時または企業の解散時に相殺

される差異のことである (KGtingundZwirner

[2005]S.1554)｡ たとえば､有価証券の評価益の

容認､非容認に起因する差異は､当該有価証券

が売却された時点で解消されることになる｡永

久差異とは､後の期においても解消されない差

異のことである5｡

2-2-2.成果作用的な差異と成果非作用的な差異

成果作用的 (erfblgswirksam)な差異とは､商

法会計上の税引前利益と税務会計上の課税所得

に金額の違いを生じさせる差異である｡多くの

繰延税金は､成果作用的に形成ないし解消され

2 ここでは､ ドイツの会計規制に引き寄せて述べているので商法会計という呼称を用いているが､IASについて考え

るときには､この ｢商法会計｣を ｢IAS準拠の会計｣と読み替えても差し支えない｡

:うaktivelatenteSteuernは､本来 ｢借方繰延税金｣と呼ぶべきところであるが､理解の容易化のため日本での呼称に

合わせた｡また､貸方の ｢税金収益｣という呼称はlAS12.77の規定に従ったものである (Pellensetal.[2006]S.217)｡

ドイツ商法では繰延税金資産の相手科目の呼称について規定はないが､税費用を調整する働きをもつ項目であること

に変わりはない｡

4 商法上の利益と税法上の課税所得の差異により､繰延税金資産または繰延税金負債が発生するが､すでに述べた

ように､ ドイツの商法会計では､保守主義の原則によって､商法上の利益を税法上の課税所得が上回ることが多いた

め､繰延税金資産が発生することの方が多いようである (Thieme[2004]S.20)｡

5したがって､一時的なものか永久的なものかという観点でいえば､本稿にいう期間差異および半永久差異が一時

的な差異､永久差異が永久的な差異ということになる｡

46 国際経営論集 No.34 2007



るものである (Pellensetal.[2006]S.217)｡他

方､成果非作用的 (erfblgsneutral)な差異6と

は､繰延税金が､当期または他の期に自己資本

において直接に把握されるような科目ないし事

象に関係 しているような差異である (Pellens

etal.[2006]S.219)｡例としては､有価証券の評

価差額で､当該差額が自己資本に直接計上され

るものがあげられよう｡

2-2-3.タイミング概念とテンポラリー概念

繰延税金の算定に際しては､タイミング概念

(Timing-Konzept)とテンポラリー概念 (Temporary-

Konzept)という2つの視点が存在する｡

タイミング概念は､繰延税金の算定に際して､

成果作用的に (erfolgswirksam)発生し､また成果

作用的に解消される差異のみを調整する｡したがっ

て､期間差異 (temporarenDifferenzen)が考慮

の対象となる｡半永久差異 (quasi-permanente

Differenzen)は認められない (KtitingundZwirner

[2003]S.302)｡

他方､テンポラリー概念では､商法に従って

作成された貸借対照表と､税務貸借対照表との

比較が行われる｡ここでは､時間の経過によっ

て相殺される差異すべてが､繰延税金算定の基

礎となる (KGtingundZwirner[2003]S.302)｡ し

たがって､テンポラリー概念のもとでは､期間

差異も半永久差異も繰延税金の考慮対象に含ま

れることになる (Pellensetal.[2006]S.208)0

タイミング概念は､成果作用的な差異のみを

対象とすることから､損益計算書指向の視点と

言え､収益状況の的確な描写に重点が置かれる｡

他方のテンポラリー概念は､成果作用的か否か

に関係なく､貸借対照表上の数値の差異に注目

することから､貸借対照表指向の視点 と言

え､財産状況の的確な描写に重点が置かれる

(KtitingundZwimer[2003]S.302,Rabeneckund

Reichert[2002a]S.1366)｡

2-2-4.繰延法と資産負債法

繰延法は､その期の税費用を正しく表示する

という目的を追求するものであり､そのため､

繰延税金の計算には､当該計算に含められる認

識 ･測定上の差異が発生した時点で通用してい

る税率が用いられる｡

他方､資産負債法では､損益計算における期

間的に正しい税費用の計算というよりは､むし

ろ資産の価値や負債についての決算日時点での

正しい表示が指向され､繰延税金は､差異が解

消される時点で通用していると予測される税率

を用いて評価される (KiitingundZwirner[2003]

S.302)｡ 7

3. ドイツ商法､IAS､ドイツ会計基準に

おける繰延税金の処理

3-1. ドイツ商法による繰延税金の処理

個別決算における繰延税金の処理については､

ドイツ商法第274条において規定されている｡

ドイツ商法第274条

第 1項

税法上の規則に基づいた課税所得が商法上の

利益よりも低いために､当年度および過年度に

課せられる税支払額が過小になっている場合で､

その当年度および過年度の過小部分が将来期間

において決済されることが予測されるとき､後

の年度に税支払の増加となる金額だけの引当金

が商法第249条第1項第1文に基づき形成され､

貸借対照表または附属説明書において区別して

表示されなければならない｡当該引当金は､税

負担増が実際に生じるか､または税負担増がも

6 この用語は､直訳すれば ｢成果中立的｣であるが､利益数値に影響をもたらすか否かを明確にするため､｢成果非

作用的｣とした｡

7 繰延法では､借方税効果は前払費用または前払金､貸方税効果は課税所得が会計上の利益よりも少なかったため

に税支払いが減少した金額を表す｡資産負債法では､借方税効果は税支払額の将来の減額で､いわば未回収額を表し､

貸方税効果は､未払費用または未払金を表す (賓藤[2004]22123ページ)0
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はや見込めないことが予測されたときは､ただ

ちに解消されなければならない｡

第2項

税法上の規則に基づいた課税所得が商法上の

利益よりも高いために､当年度および過年度に

課せられる税支払額が過大になっている場合で､

その当年度および過年度の過大部分が将来期間

において決済されることが予測されるとき､後

の年度に税支払の減少となる金額だけ､繰延擬

制資産項目 (Bilanzierungshilfe) としての経過

勘定を貸借対照表の借方に計上することが許さ

れる｡当該勘定はふさわしい名称で区別して表

示され､また附属説明書において説明されなけ

ればならない｡かかる経過勘定が表示された場

合､利益の配当は､配当後に残るいつでも解消

可能な利益準備金に繰越利益を加え､繰越欠損

金を差し引いたものが､その経過勘定と少なく

とも同額あるときにのみ可能である｡当該経過

勘定は､税負担減が実際に生じるか､または税

負担減がもはや見込めないことが予測されたと

きは､ただちに解消されなければならない｡

第1項は貸方繰延税金 (passivelatenteSteuern)

について規定している｡ここでは､課税所得が

会計上の利益を下回ったことにより､税支払額

が過小であった場合に､商法第249条に基づき､

将来の税負担増という経済的義務のための手当

てという形で､引当金を計上することが義務づ

けられている｡ したがって､商法第274条に基

づく貸方繰延税金は､引当金というかたちで現

れることになる｡

これに対し､第2項は借方繰延税金 (aktive

latenteSteuern)についての規定である｡ここ

では､課税所得が会計上の利益を上回ったこと

により､税支払額が過大であった場合に､将来

の税負担減 となる部分を繰延擬制資産項 目

(Bilanzierungshilfe)Bとして貸借対照表の借方に

計上する ｢選択権｣ (KiitingundZwirner[2003]

S.303)があることが規定されている｡ また､

第3文では､借方繰延税金が計上された場合､

それと同額の配当制限がなされることが規定さ

れている｡

上記の事項からわかることは､以下の点であ

る｡第一に､商法第274条は､タイミング概念

に基づいているということである｡これは､第

274条が発生期間と解消期間における税支払額

と会計上の利益との差異の調整を規定している

ことからわかる (RabeneckundReichert[2002a]

S.1368)｡その意味で､当該条項は損益計算書

指向の考え方に従っているといえる (Kiiting

undZwirner[2003]S.303)｡当該概念のもとでは､

既述のように､繰延税金の計算には期間差異の

みが考慮されることになる｡なお､繰延税金の

測定を繰延法によるか資産負債法によるかは商

法上に明示されていないため､両方法とも可能

であると考えられる (KGtingetal.[2003]S.446)0

第二に､第274条の規定は､保守主義の思考が

基礎となっているということである｡このこと

は､負債である貸方繰延税金の計上は義務とし､

資産である借方繰延税金の計上は選択権として

いること､また､借方繰延税金の計上にあたっ

ては配当制限がなされることからうかがえる｡

連結決算における繰延税金の処理については､

商法第306条において規定されている｡第306条

は､借方と貸方で条項を分けることはせず､課

税所得が会計上の利益を上回ったならば借方繰

延税金を計上し､下回ったならば貸方繰延税金

を計上する旨が規定されている｡本条項は､借

方繰延税金の計上が選択権ではなく義務である

という点で第274条と異なっている (Kiitingund

Zwirner[2003]S.303)0

3-2.JASによる繰延税金の処理

前節では､ ドイツ商法における繰延税金の取

り扱いについてみたが､本節ではそれとの対比

8 当該項目は､直訳すれば ｢貸借対照表補助項目｣とでもすべきところであるが､その内容と理解の容易化を考慮

し､｢繰延擬制資産項目｣という表記を用いている｡当該表記は本多[2006]を参考にしている｡
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において､IASにおける繰延税金の取り扱いに

ついて概観する｡

繰延税金については､IAS12において規定さ

れている｡前節に見たように､ ドイツ商法では

適切な損益計算が指向されており､タイミング

概念がとられていた｡これに対して､IAS12は､

繰延税金の貸借対照表計上の基礎に､テンポラ

リー概念をおいている (Pellensetal.[2006]S.

208)｡既述のように､当該概念は貸借対照表指

向であり､繰延税金の把握には､貸借対照表上

の数値の差異に注目する｡IAS12.5によれば､

テンポラリー概念のもとで把握される差異は､

資産や負債の貸借対照表上の帳簿価格と､それ

らの税務上の価格との間の差異である (Pellens

etal.[2006]S.208)｡

IAS12.15によれば､永久差異に分類されない

差異はすべて認識されなければならないものと

されている｡ したがって､IASのもとでは､期

間差異だけでなく半永久差異も繰延税金の計算

に入れられることになる (KGtingundZwirner

[2005]S.1554)｡既述のように､ドイツ商法では､

繰延税金の計算には期間差異のみが考慮される

ので､この点でIASは ドイツ商法とは異なる規

定となっている｡なお､繰延税金の測定には､

資産負債法が用いられる｡

また､IASのもとでは､繰延税金の計算は､

会計上と税務上の差異が､成果作用的か成果非

作用的か､つまり､解消時にその差異が損益計

算書に成果作用的なものとして計上されるかど

うかに関係なくなされる｡その差異が将来に相

殺される限り､繰延税金の借方ないし貸方計上

義務があるのである (Pellensetal.[2006]S.209)｡

ドイツ商法では､タイミング概念に従い､成果

作用的な差異のみを繰延税金計算の対象とする

ので､この点でもIASとドイツ商法は異なって

いる｡

3-3.DRS10による繰延税金の処理

2002年3月､ドイツ基準設定審議会 (Deutscher

standardisierungsrat:DSR) によって ドイツ会

計基準 (DRS)第10号 ｢連結決算書における繰

延税金｣(DRSIO)が可決された｡商法第342条

第2項の規定により､DRSIOの適用でもって､

連結会計に関するGoB (正規の簿記の諸原則)

が遵守 されているものと推定される(Thieme

[2004]S.28-29)0 9したがって､連結決算書に関

しては､DRSIOが一般に認められた規則として

通用することになる｡

DRSIOの規定では､繰延税金は､すべての成果

作用的に発生した (erfblgswirksamentstandenen)

期間差異 (temporarenDifferenzen)について計

上されなければならないとされている｡さらに､

DRSIOは､半永久差異についても繰延税金を

認識すべきことを明記 している (KGtingund

Zwirner[2003]S.305)｡

ここにおいて､DRSIOにおける繰延税金の認

識概念は､タイミング概念とテンポラリー概念

の混合体となっているといえる (Thieme[2004]

S.29)｡2-2-3.にもみたように､タイミング概

念では､成果作用的な期間差異のみが繰延税金

計算の対象となる｡他方､テンポラリー概念で

は､成果作用的か否かに関係なく､すべての一

時的な差異､つまり期間差異および半永久差異

が繰延税金計算において考慮されることになる｡

DRSIOでは､成果作用的な差異を認識対象とし

ている点では､ ドイツ商法において従来取られ

てきたタイミング概念を維持しているといえる

が､その一方で半永久差異も繰延税金の計算に

取り入れており､その意味ではテンポラリー概

念に接近しているといえる (Thieme[2004]S.29)｡

また､DRSIOでは､借方の繰延税金､貸方の

繰延税金ともに認識が義務づけられており､こ

の点は商法第306条と同様である｡繰延税金の

測定には､資産負債法が採用されている｡

9 商法第342条第2項は､ ドイツ連邦法務省の公表したDSRの勧告が遵守されることによって､GoBが遵守されたと推

定する､ということを定めている｡
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以上から､DRSIOの規定は､貸借対照表指向

の考え方に従っているということができ (Kiiting

undZwirner[2003]S.305)､IASにもとづく国際

基準に接近する内容となっていると考えること

ができる (Thieme[2004]S.29)｡

4.繰越欠損金に係る繰延税金の処理

企業の財政や収益の状況を､税金との関連で

把握しようとするとき､繰越欠損金に係る繰延

税金の処理についても考慮する必要がある｡

ドイツ基準においてもIASにおいても､ある

会計期間において損失が出た場合に､それを将

来の利益と相殺することが認められている｡そ

の結果､将来の事業年度において税負担の軽減

が発生することになる｡かかる税負担の軽減は､

その効果において借方繰延税金 (繰延税金資産)

と同様のものであり､ある種の ｢経済的有利性｣

(6konomischerVorteil) (Berger[2006]S.2473)

を表すと考えることができる｡したがって､繰

越欠損金の有する当該有利性に対して繰延税金

資産を計上するか否かが問題となる｡以下では､

これに関して ドイツ商法､IAS､DRSIOにおい

ていかなる規定がなされているのかについて見

ていくことにする｡

4-1. ドイツ商法における規定

3-1.にもみたように､繰延税金については､

商法第274条および第306条において規定がなさ

れているが､いずれの条項においても､繰越欠

損金に係る繰延税金の借方計上に関する規定は

ない｡商法上の決算書における当該繰延税金の

計上については､議論が分かれており (Pellens

etal.[2006]S.221)､その可否の判断は難しい｡10

ただ､確かなことは､繰越欠損金から､税の

還付が直接に実現されるわけではなく､あくま

でも将来､納税の対象となる利益が得られたと

きに､当該利益を繰越欠損金と相殺することで

税負担を軽減できる ｢可能性｣があるというこ

とである (KdtingundZwirner[2005]S.1555)｡

つまり､繰越欠損金の存在が必ず将来において

企業に便益をもたらすというものではないので

あり､繰越欠損金に係る繰延税金の実現には不

確実性が存在しているといえる｡したがって､

｢実現原則 (Realisationsprinzip) と非対称原則

(Imparitatsprinzip)11に特徴づけられた ドイツ商

法にとって､繰越欠損金に係る繰延税金の借方

計上はなじみのないものである｡｣(Berger[2006]

S.2473)

繰越欠損金に係る借方繰延税金の計上につい

ては､さまざまな解釈があるにせよ､商法上に

規定が存在しない以上､少なくとも､ドイツ商

法上は､繰越欠損金に係る繰延税金資産の計上

が積極的に認めてられているわけではないとい

えるであろう｡

4-2.1ASにおける規定

IASでは､IAS12.34にもとづき､将来に十分

な確実性をもって､相殺するに足る金額の利益

を獲得できるという範囲内において､繰越欠損

金についても繰延税金資産を計上するよう求め

ている｡つまり､繰越欠損金にともなう税務上

の便益､すなわち将来利益との相殺が､相応の

蓋然性でもって実現することが見込まれる限り､

10この点に関し､Martenetal.[2003]では､当該繰延税金の計上に反対する意見､賛成する意見が紹介されている｡

反対意見としては､商法との整合性を問題とするものが目立っ｡たとえば､繰延税金の計上には､商法第274条にも

あるように､会計上の利益と税務上の課税所得との時点的差異の存在とその決済が前提とされているが､繰越欠損金

に係る繰延税金はこれに当てはまらないという意見がある｡賛成意見としては､企業の財政状態の適切な開示に重点

を置いたものが目を引く｡たとえば､繰越欠損金からくる税務上の有利性を借方計上することによって､将来期間に

おいて､税の支払いがより少なくてすむことがシグナリングされ､企業の各期の財政状態について､真実かつ公正な

る外観が示される､というものがある (Martenetal.[2003]S.2337-2338)0

11保守主義の原則の1つで､未実現の損失 (含み損)については認識を義務づけ､未実現の利益 (含み益)について

は認識を禁止するというものである｡
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繰越欠損金についての繰延税金資産を計上しな

ければならないとされているのである｡

3-2.にもみたように､IASは､テンポラリー

概念を採用しており､期間差異だけでなく半永

久差異も､また､成果作用的差異だけでなく成

果非作用的差異も繰延税金計算の対象とされる

ことから､貸借対照表指向の考え方がとられて

いる｡それに加えて､上記のように繰越欠損金

に係る繰延税金資産の計上が規定されることに

より､繰延税金の計上範囲はさらに拡張されて

いる(Thieme[2004]S.31)｡ここから､IASのもと

では､繰越欠損金による将来の税負担の軽減は､

不確実性を有するとはいえ､その実現が十分な

確実性をもって見込まれる限りにおいては税務

上の請求権を表すと言えるので､かかる請求権

が存在するのであれば､それを貸借対照表上に

反映させ､もって企業の財産状況を適切に描写

することが目指されていると考えてよいであろ

う｡

4-3.DRSIOにおける規定

DRSIOでは､DRS10.11により､繰越欠損金は､

基本的に､それによって将来の税負担減が実現

することが十分な蓋然性をもって見込まれる場

合に､繰延税金として借方計上されなければな

らないとされている｡つまり､繰越欠損金に係

る繰延税金の処理については､IASと同様の取

り扱いとなっている｡

3-3.において､DRSIOは､繰延税金計算-の

半永久差異の取り込みによって､貸借対照表指

向のテンポラリー概念を一部導入し､IASに接

近する内容となっていることを確認したが､繰

越欠損金に係る繰延税金の取り扱いも､この傾

向と軌を一にするものと解釈できる｡反対に､

3-1.にみたように､当該繰延税金の貸借対照表

計上を積極的には認めていないドイツ商法とは､

方向性の異なる規定となっているといえよう｡

5.おわりに

-ドイツ会計に起こっている変化-

ここまで､繰延税金に関するドイツ商法､IAS､

ドイツ会計基準 (DRS)での規定および処理方

法を概観することにより､それぞれの基礎にい

かなる考え方が存在しているかが把握された｡

そして､ ドイツでは､もともと商法第274条､

第306条が繰延税金について定めていたが､2002

年に発行されたDRSIOは､かかる従来の商法の

規定とは異なる特徴を有していることが明らか

となった｡ここにはIASの影響を見て取ること

ができる｡

DRSIOの制定によって ドイツの伝統的な商法

会計が直面する変化は､以下のようにまとめる

ことができよう｡

第一に､繰延税金計算の目的が､適切な期間

損益計算という損益計算書指向のものから､財

産状況の的確な描写という貸借対照表指向のも

の-と変化しているということである｡これは､

すでにみたように､繰延税金の計算対象として､

ドイツ商法では､期間差異のみが考慮されるの

に対し､DRSでは､期間差異に加えて半永久差

異も含められていること､また､実現の十分な

蓋然性があれば繰越欠損金に係る繰延税金資産

の計上を義務づけていることからわかる｡ただ

し､DRSIOは､繰延税金の考慮対象を成果作用

的に発生した差異としており､その意味では損

益計算書指向との混合形態であるといえる｡し

かし､DRSIOの規定は明らかにIASに接近する

ものであり､方向性としては財産状況の的確な

描写-と移っているように思われる｡

第二に､ドイツ商法会計を特徴づけてきた基

準性原則および保守主義の原則が変容をせまら

れているということである｡基準性原則は､会

計の国際化に伴い､その意義が低下していく可

能性がある｡本稿の冒頭でも述べたように､ ド

イツ上場企業はすでに､2004年の会計法改革法

(BilReG)により､連結決算書の作成にIASを適

用することが義務づけられており､連結会計に

おいては基準性原則は意味をなさなくなってい
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る｡そして､かかる国際化が個別決算書にも及

ぶことは十分に考えられる｡IAS-の接近を見

せるDRSIOも､現在は連結会計を対象としたも

のであるが､当該基準の存在が､個別決算書に

｢波及効果｣(Ausstrahlungswirkung)(Martenet

al.[2003]S.2340)をもち､個別決算書の会計規

則がIASの影響を受ける可能性は否定できない

であろう｡したがって､個別決算書においても､

今後､基準性原則の存在意義が問われることに

なると思われる｡

また､DRSIOでは､繰越欠損金に係る繰延税

金資産の計上を規定しているが､すでにみたよ

うに､当該繰延税金の実現は不確実性を伴うも

のであり､かかる規定が個別決算書にも ｢波及｣

することになれば､実現原則や非対称原則を基

礎とする保守主義の原則は､事実上､効力を失っ

てしまうであろう｡12

本稿におけるここまでの検討から､繰延税金

の領域では､少なくとも連結会計については､

DRSIOにより国際化が進み､IASの思考ないし

計算方法が流入してきていることが明らかとなっ

た｡かかる流れが､ ドイツ個別会計にどのよう

に影響するのか､それとともにドイツ商法会計

の基礎をなす諸原則がいかに変化していくのか､

今後も注視していく必要があろう｡
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